
 

 

地域再生計画認定申請マニュアル（各論）（抄） 

 

地域再生支援利子補給金（内閣府）：【Ａ２００４】 

 

① 支援措置を設ける趣旨及び概要 

  地方再生を推進するためには、地域の創意工夫や発想を活かして行われる各種の事業

に対して、国や地方公共団体が的確な支援措置を講ずることが必要であり、特に、これ

らの事業を実施するための資金を低利で融資することは、円滑な事業実施に繋がり、地

域再生に効果的な支援策となっています。 

本制度は、事業者に対する貸付けを行う金融機関であって、内閣総理大臣から指定を

受けたもの（以下「指定金融機関」という。）に対して、国が予算の範囲内で利子補給

金を支給するものです。 

Ａ）地域再生に資する事業の内容 

   地域再生に資する事業として、地域再生法施行規則（以下「規則」という。）及

び地域再生支援利子補給金交付要綱（以下「交付要綱」という。）別表第１で規定

するものを対象とします。 

Ｂ）利子補給金の支給の対象となる金融機関及び金融機関の指定要件 

利子補給金の支給の対象となる金融機関は、規則に規定するものとし、当該金融

機関が利子補給金の支給を受ける場合には、規則で規定する要件を備えた金融機関

であることを明らかにした上で、内閣総理大臣から指定を受ける必要があります。 

 

② 利子補給金の支給に当たっての利子補給率 

  内閣府告示で定める利子補給率（０．７％以内）とします。 

 

③ 利子補給金の支給期間 

  利子補給金の支給期間は、指定金融機関が事業者に対し、 初に貸付けを行った日か

ら起算して５年間とします。 

 

④ 支援措置に係る必要な手続及び必要な事項 

（１）地域再生計画の認定に必要な記載事項 

  Ａ）地域再生計画の目標を達成するために行う事業の内容 

地域における雇用機会の創出その他地域再生に資する事業として、交付要綱別表

第１で規定する事業を行うのに必要な資金を貸し付ける事業（以下「地域再生支援

貸付事業」という。）であって規則で規定する金融機関により行われるものに関す

る事項を具体的に記載してください。 

  Ｂ）交付要綱の別表第１で規定する事業の種別等 

    交付要綱の別表第１で規定する事業の中で、当該地域再生支援貸付事業として資

金の貸付を行う事業に該当するものを選択して記載してください。 

    また、利子補給金の受給を予定する金融機関名を記載してください。 



 

 

  Ｃ）Ｂ）の資金の貸付を受けて実施される事業について、雇用機会の創出その他地域

活性化への具体的効果等見込みについて記載してください。 

    利子補給金の支給を受けて実施されるＢ）で記載する事業としては、地域再生に

資する経済的社会的効果を及ぼす事業である必要がありますが、この「経済的社会

的効果」を判断する指標として「雇用機会の創出」は地域再生の推進の効果として

客観的・直接的に顕在することから重視しているものです。よって、地域再生計画

の認定申請にあたっては、Ｂ）の事業を実施するために創出される雇用機会や投資

誘発等について、見込まれる効果・積算の根拠を具体的に記載してください。 

なお、後日、具体的効果等の実績について、こちらから直接質問する場合があり

ます。 

Ｄ）地域再生計画に掲げる計画期間 

    地域再生計画に掲げる計画期間は、利子補給金の支給期間（ 初に貸付けを行っ

た日から５年間）を含めた期間とする必要があります。したがって、利子補給金を

支援措置として掲げる地域再生計画の計画期間は、当該利子補給金の支給期間を考

慮して定めてください。 

地域再生計画には、「地域再生計画の認定の日から○年○月○日まで（地域再生

支援利子補給金の支給期間（５年間）を含めた期間であり、利子補給対象融資の実

行期間は、地域再生計画の認定の日から○年○月○日【計画期間終了日から５年前

の日を記載】までとする。）」などと記載してください。 

    なお、当該計画期間の記載方法について特別の事情がある場合には、内閣府地方

創生推進事務局までご相談ください。 

（２）金融機関の指定申請その他利子補給金の支給を受けるための手続等は、規則及び交

付要綱に記載しているとおりです。 

（３）その他 

  指定金融機関は、利子補給金の支給を受ける間、事業者が実施した事業による雇用

創出等事業効果について別途報告していただくことになります。 

また、指定金融機関は、交付要綱で規定する報告を内閣総理大臣に提出することに

なり、内閣総理大臣が必要と認める場合（実施する事業に虚偽等があるなど）には、

指定金融機関に対して、監査を行うことがあります。 

   なお、地方公共団体は、指定金融機関の指定要件である地域再生協議会の構成員に

ついて、可能な限り事業者の意向にご配慮願います。 

 

⑤ 地域再生計画の認定申請に当たって必要な書類 

利子補給金の支給を予定している金融機関について、その名称その他当該金融機関の

概要が分かる資料（ディスクロージャー誌等）を添付願います。 

また、当該金融機関が認定を受けようとする地域再生計画の作成又はその実施につい

て協議をした地域再生協議会の構成員であることを証する書類として、該当する地域再

生協議会の構成員名簿と規約を添付願います。 

 



 

 

⑥ 当該支援措置を活用できる時期について 

  詳細は交付要綱に委ねますが、指定金融機関の指定及び事業者の推薦を受けた上で、

当該金融機関により地域再生支援貸付事業が行われた後に当該支援措置を活用すること

ができます。 

  なお、平成 25 年 4 月より、利子補給金の「集中受付制度」を導入しており、当該支

援措置の活用のためには、集中受付期間内にエントリーすることが必要となっておりま

すのでご注意ください。詳細は、「内閣府地方創生推進事務局」のホームページ（

https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/kankei.html）をご覧ください。 



 

 

特定地域再生支援利子補給金（内閣府）：【Ｄ２００１】 

 

① 支援措置を設ける趣旨及び概要 

少子高齢化・人口減少等の社会経済情勢の変化に対応した地域の再生を図るため、地

方公共団体の取組に対して施策を重点的に実施すべき政策課題を、特定政策課題として

政令で定め、特定政策課題の解決に資する事業に対して重点的に支援措置を講ずること

としました。 

  本制度は、認定地域再生計画に記載されている法第５条第４項第４号イに規定する事

業を行う事業者に対する貸付けを行う指定金融機関に対して、国が予算の範囲内で、特

定地域再生支援利子補給金（以下「利子補給金」という。）を支給するものです。 

 

Ａ）特定地域再生に資する事業の内容 

   特定地域再生に資する事業として、法第５条第４項第４号イに規定するものを対

象とします。 

※ 具体的な事業例は地域再生支援利子補給金交付要綱別表第２参照 

     【法第５条第４項第４号イに規定する事業（地域再生法施行規則（以下「規

則」という。）規則第６条）】 

      一 地域住民の交通手段の確保のために行う事業 

      二 地域住民の健康の保持増進に資する事業 

      三 地域における子育て支援及び地域住民に対する生活支援に関する事業 

      四 地域における循環型社会の形成に資するエネルギーの利用、リサイクル

の推進その他の地域に存在する資源の有効活用を図る事業 

      五 地域において使用されていない施設を活用して地域住民の生活の利便性

の向上又は地域における雇用機会の創出に資する事業 

      六 その他内閣総理大臣が地域における特定政策課題の解決に資すると認め

る事業 

Ｂ）利子補給金の支給の対象となる金融機関及び金融機関の指定要件 

利子補給金の支給の対象となる金融機関は、規則に規定するものとし、当該金融

機関が利子補給金の支給を受ける場合には、規則で規定する要件を備えた金融機関

であることを明らかにした上で、内閣総理大臣から指定を受ける必要があります。 

 

② 利子補給金の支給に当たっての利子補給率 

  内閣府告示で定める利子補給率（０．７％以内）とします。 

 

③ 利子補給金の支給期間 

  利子補給金の支給期間は、指定金融機関が事業者に対し、 初に貸付けを行った日か 

ら起算して５年間とします。 

④ 支援措置に係る必要な手続及び必要な事項 

（１）地域再生計画の認定に必要な記載事項 



 

 

  Ａ）地域再生計画の目標を達成するために行う事業の内容 

特定地域再生に資する事業として、交付要綱別表第２で規定する事業であって指

定金融機関から当該事業を行うのに必要な資金の貸付を受けて行われるもの（以下

「特定地域再生事業」という。）に関する事項を具体的に記載してください。 

また、地域再生基本方針に掲げた、特定政策課題の内容に応じて設定された具体

的テーマの中から該当するものを選択し、当該事業が選択した具体的テーマに関連

するものであることを記載してください。 

  Ｂ）交付要綱の別表第２で規定する事業の種別等 

    交付要綱の別表第２で規定する事業の中で、当該特定地域再生事業として資金の

貸付が行われる事業に該当するものを選択して記載してください。 

    また、特定地域再生事業を行う事業者名を記載してください。 

  Ｃ）Ｂ）の資金の貸付を受けて実施される事業について、具体的効果等見込みについ

て記載してください。 

    利子補給金の支給を受けて実施されるＢ）で記載する事業としては、特定政策課

題の解決に資する事業である必要があります。当該事業等が特定政策課題の解決に

つながっているかを判断する指標として、見込まれる効果（数値）及びその積算根

拠を具体的に記載してください。 

    なお、後日、具体的効果等の実績について、こちらから直接質問する場合があり

ます。 

Ｄ）地域再生計画に掲げる計画期間 

    地域再生計画に掲げる計画期間は、利子補給金の支給期間（ 初に貸付けを行っ

た日から５年間）を含めた期間とする必要があります。したがって、利子補給金を

支援措置として掲げる地域再生計画の計画期間は、当該利子補給金の支給期間を考

慮して定めてください。 

    地域再生計画には、「地域再生計画の認定の日から○年○月○日まで（特定地域

再生支援利子補給金の支給期間（５年間）を含めた期間であり、利子補給対象融資

の実行期間は、地域再生計画の認定の日から○年○月○日【計画期間終了日から５

年前の日を記載】までとする。）」などと記載してください。 

    なお、当該計画期間の記載方法について特別の事情がある場合には、内閣府地方

創生推進事務局までご相談ください。 

（２）金融機関の指定申請その他利子補給金の支給を受けるための手続等は、規則及び交

付要綱に記載しているとおりです。 

（３）その他 

  指定金融機関は、利子補給金の支給を受ける間、事業者が実施した事業による雇用

創出等事業効果について別途報告していただくことになります。 

また、指定金融機関は、交付要綱で規定する報告を内閣総理大臣に提出することに

なり、内閣総理大臣が必要と認める場合（実施する事業に虚偽等があるなど）には、

指定金融機関に対して、監査を行うことがあります。 

 



 

 

⑤ 当該支援措置を活用できる時期について 

  詳細は交付要綱に委ねますが、指定金融機関の指定及び事業者の推薦を受けた上で、

当該金融機関により特定地域再生事業に対する貸付が行われた後に当該支援措置を活

用することができます。 

  なお、平成 25 年 4 月より、利子補給金の「集中受付制度」を導入しており、当該支

援措置の活用のためには、集中受付期間内にエントリーすることが必要となっており

ますのでご注意ください。詳細は、「内閣府地方創生推進事務局」のホームページ

（https://www.chisou.go.jp/tiiki/tiikisaisei/kankei.html）をご覧ください。 
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